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令和７年度第１回

東大阪市上下水道事業経営審議会

資料５

令和７年（２０２５年）８月８日

東大阪市上下水道局

下水道部下水道総務室経営管理課



１．東大阪市下水道事業について

２．東大阪市下水道事業経営戦略について

３．令和６年度進捗報告

４．経営戦略に基づく財政状況
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≪事業概要：東大阪市の地域特性≫

東大阪市の大部分（約８４％）は淀川・大和川よりも低い低平地となっており、降った
雨を管渠やポンプ等の下水道施設により強制的に河川に排水しなければ、浸水被害
が発生しやすい地形的な特徴の「内水域」となる。
この地形条件から本市は、雨水排水対策を重点施策と位置付けている。
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≪事業概要：下水道施設の概要≫

市内は、４つの処理区に区分されており、各処理区の下水は大阪市・大阪府の処
理場にて処理されている。

管きょ 総延長 約1,167kｍ（令和６年度）
整備人口あたり普及率 99.9％（令和６年度）⇒汚水整備は概ね完了

ポンプ場 中継ポンプ場：2施設（高井田ポンプ場、岸田堂ポンプ場）
マンホールポンプ：12施設

処理区 ・放出処理区：放出下水処理場（大阪市）にて処理
・平野処理区：平野下水処理場（大阪市）にて処理
・川俣処理区：川俣水みらいセンター（大阪府）にて処理
・鴻池処理区：鴻池水みらいセンター（大阪府）にて処理

高井田ポンプ場 岸田堂ポンプ場
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≪現状：経営状況（汚水の排除に係る財源）≫

人口減少等により、汚水の排除に係る収入である下水道使用料収入は毎年減少
しつづけており、今後も継続すると予想される。
しかし汚水の排除に係る経費（汚水処理費）については下水道使用料により全額
賄うことができており、今後についても賄うことができる見込みである。

※汚水処理費（棒グラ
フ）より下水道使用料
収入（折れ線グラフ）
が大きければ、 経営
状況が良い。（経費回
収率が100％以上とな
る。）

（億円）
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雨水事業は市長部局からの繰入金(税金)で行われる。
本市は浸水(雨水)対策事業を重点施策として進めてきたため、繰入金の投入額は高
額となっているが、近年は減少傾向である。
一方、ゲリラ豪雨など降水量は増加傾向のため、今後の雨水事業は予断を許さない
状況である。

≪現状：経営状況（雨水の排除に係る財源）≫
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≪現状：施設状況（下水道施設の老朽化）≫

下水道施設は、昭和42年度～平成16年度に集中的に整備されているため、令和
31年度まで耐用年数を超える施設が大幅に増加していく見込みである。
耐用年数を経過した施設が多くなっていくが、災害に備えた耐震化工事を実施しな
がら、適宜、点検・修繕を行うことで長寿命化を図り、計画的かつ効率的な施設の改
築更新を実施していく。

※ 固定資産上の耐用年数が経過した年度の帳簿原価の合計額
を表示しているものであり、当該年度に必要な改築更新費用を示
したものではありません。
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●早期に整備が開始された西部地区を
ターゲットに状態が悪い施設の改築・更
新を実施
●改築・更新は、耐震化と合わせて対策
を実施

●それ以外の管きょは、予防保全型の維持
管理を実施
・日常保全・・・パトロール、土木部との情報
共有、市民からの通報による対応など
・定期保全・・・点検、清掃業務の委託

□老朽管きょ（概ね西地区）

□それ以外の管きょ

≪現状：施設状況（東大阪市の老朽化対策）≫

更生前 更生後
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下水道事業は、建設投資や企業債の償還等に多額の資金が必要となる事業であ
り、事業運営に支障をきたさないように、経営基盤の強化が必要である。
本市では、事業の現状と将来の見通しを踏まえた中長期的な経営の基本計画であ
る「経営戦略」を策定し、経営基盤強化と財務マネジメント向上に努めている。
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≪経営基盤強化に関する事項≫

【収入面】
水洗化のさらなる促進や徴収の強化を実施し、下水道使
用料収入の拡大を図る。企業債については、建設事業費を
平準化させ、出来るだけ企業債の新規発行の抑制を図る。
【支出面】
発生対応型の維持管理から予防保全型の維持管理に移
行し、施設の効率的な維持管理及び迅速な対応を進めるこ
とで経費削減を実施していく。

経営戦略の着実な実行により、下水道サービスの維持を目
指す。審議会にて経営戦略における取組内容と進捗状況
の報告を行う。



（１）全取組項目の進捗状況（令和６年度）

取組項目 評価Ａ 評価B 評価C 評価D

32項目
19項目
（59.3％）

7項目
（21.9％）

3項目
（9.4％）

3項目
（9.4％）

※各取組に対して評価基準を設定し、評価を実施しました
（評価基準例）

評価 共通 例１ 例２

A 目標達成 計画値を超える 100%

B 目標をある程度達成 計画値と一致 50%以上100%未満

C 目標を下回る 計画値未満 50%未満

D 目標を大きく下回る 未実施 未実施
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評価A 36.4 63.6 54.5 59.3 - - - - - -

計画割合 33.3 39.4 45.5 51.5 60.6 69.7 75.8 81.8 84.8 100.0

（２）全３２項目の進捗状況（全期間）

【 全３２項目における評価Aの推移 】
％

１０年間を懸けて各取組項目の
目標を達成する

11
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（３）重点施策の進捗報告

経営戦略の策定により、様々な課題の解決無くして安定経営を進めることが出来ないことが

明らかになりました。

緊急性、重要性の高い課題の解決に向けた施策を「重点施策」として位置づけます。

NO. 重点施策内容 重点理由

施策６ 秩序正しい財政運営の推進 厳しい資金繰りの中で、効率的
な施設の維持管理と事業資金の
確保が必要

施策７ 事業運営に不可欠な財源確保

施策８ 効率的かつ計画的な維持修繕計画の推進

施策１１ 危機管理体制の充実 施設の老朽化や災害に備えるた
め、ハード面、ソフト面の取組み
が必要

施策１２ 治水対策の推進

施策１３ 下水道施設の再構築

- 12 -



No. 実現方策 財源確保
現状
課題

令和2年度に策定した経営戦略では、経営状況は当面の間、厳しいながらも使用料改定をすること
なく乗り越えられることが分かった。
ただし、最も経営状況が厳しい令和13年前後の資金状況を踏まえると、経営戦略で設定した計画値
は維持、改善し続けなければならない。

6 施策 秩序正しい財政運営の推進

最終
目標

将来的には災害に備えた資金の確保（25億円）
経営戦略上の収支計画を維持、改善することで安定経営に寄与する
借金返済額を減少させることで安定経営に寄与する

Ａ：目標達成
Ｂ：目標をある程度達成
C：目標を下回る
D：目標を大きく下回る

D
do
（実施）

令和6年度

⑭評価：A
⑮評価：A
⑯評価：A
資金残高、当年度純利益、企業
債残高の各目標値を達成するこ
とができた。

C
Check
（評価）

令和6年度
進捗評価

A

A
action
（改善）

今後も事務の効率化を図りつつ、利益額を増加させることで
資金残高の更なる確保を目指す。

P
Plan
（計画）

令和7年度以降 令和6年度

⑭資金残高
⑮当年度純利益
⑯企業債残高

⑭資金残高
⑮当年度純利益
⑯企業債残高
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No. 実現方策 財源確保
現状
課題

人口減少に伴い、使用料収入の確保が難しくなっている。
他会計繰入金は交付税や市税によって賄われているため、国の制度等により金額の算定
方法が変わる可能性があり注視する必要がある。

7 施策 事業運営に不可欠な財源確保

最終
目標

・使用料の収入向上及び未収金の削減
・雨水対策事業費に見合う繰入額を確保
・市内の浸水被害の軽減に向けた対策事業を進めるための財政支援の充実

Ａ：目標達成
Ｂ：目標をある程度達成
C：目標を下回る
D：目標を大きく下回る

D
do

（実施）

令和6年度

⑰評価：B ⑳評価：A
⑱評価：B ㉑評価：A
⑲評価：A
環境部と連携し、浄化槽の法定点検の
お知らせと同時に水洗化啓発パンフ
レットを送付した。
モバイル決裁チラシのリニューアルや、
滞納者への催告等、収納率の向上に取
り組んだ。
他会計繰入割合及び要望活動につい
ては目標を達成した。

C
Check
（評価）

令和6年度
進捗評価

A

A
action
（改善）

未水洗化家屋の削減に向けて、HPやX（Twitter）等でＰＲを実施
するとともに、より効率的な手法を検討する。
滞納者へ督促・催告を行い、加えて電話・訪問催告を実施するこ
とで、徴収強化に取り組み、早期回収に努める。

P
Plan
（計画）

令和7年度以降 令和6年度

⑰未水洗化家屋への勧奨
⑱未収金削減への取組
⑲他会計繰入金の精査
⑳国や府に対する要望活動
（治水対策）
㉑国に対する要望活動（地方
財政措置）

⑰未水洗化家屋への勧奨
⑱未収金削減への取組
⑲他会計繰入金の精査
⑳国や府に対する要望活動
（治水対策）
㉑国に対する要望活動（地方
財政措置）
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No. 実現方策 安心快適な生活環境の実現

現状
課題

昭和2４年度より事業着手し、整備を進めてきた下水道施設は老朽化が進行している。
管きょの老朽化が進むと道路陥没の発生や排水能力が低下し、ポンプ設備は処理場等へ
送水出来なくなるため、ストックマネジメント計画に基づく効率的な施設の維持管理が
必要。

8 施策
効率的かつ計画的な維持修繕計画の
推進

最終
目標

・ポンプ場の計画的かつ効率的な維持管理の実施
・下水道管の破損を起因とする道路陥没等の事前防止
・下水道管の長寿命化

Ａ：目標達成
Ｂ：目標をある程度達成
C：目標を下回る
D：目標を大きく下回る

D
do
（実施）

令和6年度

㉒評価：C
㉓評価：A
ポンプ設備について、計画どおりの改
築を実施した。維持管理について委託
内容を精査したものの、費用は増加し
ている。
下水道管について、予定通りの点検業
務を実施できた。

C
Check
（評価）

令和6年度
進捗評価

B

A
action
（改善）

ポンプ設備については、費用の低減に向けて委託内容の精査
などを検討する。
下水道管についてはストックマネジメント計画に従い、点検及
び調査業務等を促進する。

P
Plan
（計画）

令和7年度以降 令和6年度

㉒ポンプ設備の維持管
理
㉓下水道管の維持管理

㉒ポンプ設備の維持管
理
㉓下水道管の維持管理
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No. 実現方策 防災
現状
課題

市の地域防災計画や業務継続計画と整合を図りながら、下水道事業の効率的な災害対応を実施する
ため、業務継続計画（BCP）を策定している。
地震災害や豪雨災害の危険が高まっている中で、更なるBCPの改善が求められている。

11 施策 危機管理体制の充実

最終
目標

・業務継続計画（BCP）の改善による危機対応能力の向上
・業務継続計画（BCP）が実行性を伴うものとなるような研修・訓練の実施

Ａ：目標達成
Ｂ：目標をある程度達成
C：目標を下回る
D：目標を大きく下回る

D
do
（実施）

令和6年度

㉗評価：A
㉘評価：A
東大阪市下水道BCPを更新し
た。
情報伝達訓練を実施した。

C
Check
（評価）

令和6年度
進捗評価

A

A
action
（改善）

今後も毎年度業務継続計画（BCP）を更新し、危機管理体制の
充実を継続する。
災害対策に係る研修の実施も検討する。

P
Plan
（計画）

令和7年度以降 令和6年度

㉗業務継続計画
（BCP）の更新
㉘災害対策研修・訓練
の実施

㉗業務継続計画
（BCP）の更新
㉘災害対策研修・訓練
の実施
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No. 実現方策 豪雨対策
現状
課題

早くから下水道の整備が進められた第二寝屋川以西の地域は排水能力が弱く、排水能力を高めるた
めの増補管を整備している。
岸田堂ポンプ場については、排水量を増やすためにポンプの増設が計画されているが、現状の限ら
れた敷地内に新たにポンプを設置することになるため、技術面で高度な検討が必要。

12 施策 治水対策の推進

最終
目標

・西部地区の浸水被害の軽減
・岸田堂ポンプ場からの排水量を増加させることによる浸水被害の軽減

Ａ：目標達成
Ｂ：目標をある程度達成
C：目標を下回る
D：目標を大きく下回る

D
do
（実施）

令和6年度

㉙評価：A
㉚評価：A
増補管は計画通りの整備を実施し
た。
ポンプ施設については、増強ポン
プの設置工事を実施した。

C
Check
（評価）

令和6年度
進捗評価

A

A
action
（改善）

事業効果を早期に発揮させるため、着実な事業の進捗によっ
て完成を目指す。

P
Plan
（計画）

令和7年度以降 令和6年度

㉙増補管の整備
㉚ポンプ施設の整備

㉙増補管の整備
㉚ポンプ施設の整備
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No. 実現方策 老朽化対策

現状
課題

本市の下水道整備は、既設管渠約1,160kmのうち約1７0kmが整備から50年以上経過（令和２年度末）してお
り、ポンプ場施設も供用開始から50年以上経過している。
老朽化した施設は、損壊による機能停止での衛生面・防災面のリスクや道路陥没等の二次被害のリスクを抱えてお
り、地震等の災害に備えた改築更新や耐震化を効率的に費用を抑制しながら進める必要がある。

13 施策 下水道施設の再構築

最終
目標

・計画的な改築による、災害時の下水道施設の機能確保と、持続可能な事業運営
・ポンプ場の計画的かつ効率的な維持管理と災害時の下水道施設の機能確保

Ａ：目標達成
Ｂ：目標をある程度達成
C：目標を下回る
D：目標を大きく下回る

D
do
（実施）

令和5年度

㉛評価：A
㉜評価：A
管路1.5㎞の改築工事が完了した。
ストックマネジメント計画に基づく
ポンプ設備の更新を実施した。

C
Check
（評価）

令和6年度
進捗評価

A

A
action
（改善）

今後も、管路の調査・点検によって改築が必要な管きょを特定
し、下水道施設等の更新及び耐震化を実施する。

P
Plan
（計画）

令和7年度以降 令和6年度

㉛下水道管の更新
㉜ポンプ設備の更新

㉛下水道管の更新
㉜ポンプ設備の更新
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●
●

（４） 全取組項目の進行状況評価

別紙参照
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（５）まとめ

令和６年度は、重要施策に位置付け取り組んでいる６つの施策について

は、概ね目標を達成できました。

他の項目において達成度が低かった施策については、取り組み方の見直

しを含む重点的な改善を実施していくことで、目標の達成を目指します。
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【 事業資金残高と純利益の推移予測 】事業資金残高
（百万円）

純利益
（百万円）

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

事業資金
残高

7,618 8,042 8,001 8,238 8,378 7,450 6,470 5,351 3,988 2,933 2,204

純利益 371 916 1,106 999 1,411 699 450 412 313 242 130

備 考 計画最終

経営戦略に基づく計画期間

21
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１．現状における財政状況

純利益は、令和６年度において約１４億円を計上しましたが、利益のほぼ

全額を企業債の償還に充てなければならない状況です。

２．経営戦略期間中における財政状況

物価や金利の上昇による影響や人口減少等による下水道使用料の減収

により、純利益は計画最終年度の令和１２年度には約１億３千万円まで減少

する見込みです。さらなる経費の節減と効率的な投資により、財政状況の

安定を保ってまいります。

３．今後の財政状況

収益的収支が赤字に転じるのは、令和１３年度以降の見込みですが、物価

が高騰し金利も上昇している中、施設の修繕・改築の増加が見込まれていま

す。経営戦略の適宜見直しと、時期を含む下水道使用料改定の検討が必要

です。
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